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2B30 組織における 知の活用 
一 ソフトクエ ア 企業の実証分析を 通じて 一 

0 犬塚 篤 ，中森 義輝 ( 北陸先端科学技術大学院大 ) 

1. はじめに つめ 相互補完的なタイプがあ るとされる ( 梅本， 20 ㎝ )   

多様化した産業において ，顧客ニーズの 的確な把握 顧客は ， 自らのニーズや 願望を必ずしも 正確に言葉に 

は，企業競争力維持のための 最重要課題のひとっであ できるわけはない・むしろそれは ，対境担当者 ( 山倉， 

る ・顧客満足 (C5) を，製品が発する「情報の 東」に 対 l993) によるプロトタイプの 提示や対話を 通じて徐々 

する評価と考えるなら ぱ ，製品の良否はその 個別特性 に立ち現われてくるものであ り， この点で，顧客のも 

@ よ は 統合性にあ る． このため，製品開発の 巧拙は ， つさまざまなニーズ や 願望は，顧客がもっ 知識 ( 以下， 

特定の単位を 切り離して議論してもあ まり意味がなく ， 「顧客 知 」 と呼ぶ ) であ ると考えることができる   

開発工程全体を 見据えた統合的システムとして 捉えて ナ レッジマネ 、 ジメントの観点に 立てば， 製品開発 活 

いく 必 、 要があ る   動とは， 顧客知を製品へ 転化， 刻印していく 循環的プ 

ロセスであ る． 言い替えれば ， 開発工程間を 流れる製 

2. 研究背景 品や試作品は ， それぞれの工程が 保有する顧客 知が 刻 

バーナード (Barnard, l938) は，組織存立の 三要素と 印されたメディアの 一 形態であ り，それ自体が 知識の 

して，①協働意欲，②共通目的，③コミュニケーショ ストックだとめがせる   

ン をあ げ， 「組織論をつきつめていけば ，コミュニケー 一方， 開発工程問を 流通するメディアは ，製品や試 

ションが中心的地位を 占めることになる」 と述べた   作品に限らず ， 対面交流や書類といったさまざまな 形 

カッツ ニ カーン (Kalz and Kahn, l97 ㈲も ， 「コミュニケ 態が考えられる・このコミュニケーション・メデイ ア 

一 ションは，社会システムないし 組織のまさに 本質で の選択は，そこで 交わされる知識 ( 情報 ) の多義性 と， と あ る して，「われわれの 問題，個人や 社会の問題の 理論上，関係をもっているとされる ( 岸 Ⅱ 993). このた 

多くは，不適切な 誤ったコミュニケーションの 結果で め，高度な意思決定に 関わる問題や 交渉など，複雑な 

あ る」 と述べた   問題はフェイス・ ツク ・フェイスコンタクトによらざ 

組織内の部門間，成員間の 相互作用に着目した 研究 るをえない ( 小林ほかⅠ 999)   
は 数多い・ 代表的な研究としては ， クラーク 二 藤本 こうしたコミュニケーションにおけるイクイヴ オ 

(O  ark  and  FuJ@oto,  l99l),  あ るいは延岡 (1996) に よ る カリティ (eq ㎡ voca Ⅲ y) の削減に関わる メ デイ ア の属性 
部門間相互作用，アレン ( 川 @en, l979) によるゲートキ は，メディアリッチネス (mediarjchness) という概念で 

  ，原田 (l999) によるトランスフオーマ 一の発見 捉えられる・レンゲル (LengeI,1983) は，情報伝達性の 

などがあ る． 高 い メディアとして 対面交流， 低 い ものとして文書， な し 力 し がらこれらの 研究は，コミュニケーション 数値記録等を 挙げた・リッチ 度の高いメディアは 暗吠 

の 頻度に着目しながらも ，何の知識に 関する相互作用 知 交流，低いそれは 形式 知 交流に近いコミュニケーシ 

が 行われているのか ，また，組織内のいかなる 相互 作 コ ンの形態に相当する   

用や形態が有効であ るのかについての 十分な説明を 与 知識の多くは 目に見えない (invisib@e) 性質をもつが ， 

えていない．本稿では ，知識伝達・ 獲得手段としての われわれは，組織内における 相互作用をメディアごと 

メディアに着目し ，組織内における 顧客ニーズの 伝達 に追 う ことで，そこで 交わされる知識の 形態 ( 暗黙 知   

構造とその有効性について ， 実証データを 用いて報告 形式 知 )  や 知識変換 (Nonakaand  Takeuchi, l995) の効率 

する   を， 間接的に捉えることができると 考える   

3. 知識とメディア 4. 調査デザイン 

知識には明確な 言語・数字・ 図表に表現された 「 形 われわれは知識伝達・ 獲得のためのメディアとして ， テてお @ 」 月 @ はっきりと明示化されていないメンタル 次の 5 つの形態をおき ，顧客 知 伝達の構造解析を 目的 

モデル や体 化された技能としての「暗黙 知 」 という 二 とした調査票を 設計した   
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① 直接…対面 (FaceloFace) に よ る知識獲得 

② 間接…電話や 電子メールによる 知識獲得 

③ 製品 - 製品や試作品を 通じた知識獲得 

④ 図表…主として 絵や図表による 知識獲得 

⑤ 文書…主として 文書による知識獲得 

以上の分類に 基づき， 回答者が顧客や 開発工程 ( 営 

楽部内交流が 極めて低いのは ， 主としてシーズ 型の開 

発であ り，顧客 知を プロジェクト 全体で統合的に 把握 

する必要性が 相対的に低いためと 解釈できる．その 分， 

事業部外との 交流を通じ， 新製品開発のためのシーズ 

を掴んでいるよ う であ る． 

表 l: 各事業部系の 特徴 

業 ， システム分析， システム設計， 製造プロバラミン 

グ， システム評価，運用保守の 6 工程 ) から，顧客ニ 

ーズを獲得する 際の各メディアの 使用頻度について ， 

7 段階のリカートスケール ，による回答項目を 作成した   

また， 5 形態の相加平均を「総合評価 ( 以下， メディ 

ア 総合 ) 」 とした   

  ．実証調査 

5.1. 調査対象 

調査の実際は ， 200l 年 1l 月 8 日から同月 30 日にか 

けて，国内 S1 企業。 A 社の協力を仰ぎ ，イントラネッ 

ト上で回答を 得るオンライン・アンケート 形式で実施 

した・有効回答数は l646 であ り，これは対象事業部全 

数の 38.8% に相当する・ 調査対象として 51 企業を選ん 

だ理由は， その多くが受注型生産であ り，顧客 知 の 把 

握や反映活動が 最終成果物評価の 決定的要素であ るこ 

と， 製造設備や部品調達といった 製品開発における 外 

的影響をあ る程度無視できること ， プロジェクト 単位 

で作業が完結しており ， 他 プロジェクトからの 顧客 知 

の 流入可能性を 排除できること ， などであ る   

5.2. 調査概要 

A 社は，顧客   技術・地理特性などによって 事業部 

を区分しており   これらは以下の 4 つの事業部系にま 

とめられる   

① 受注系 ( 官 )        官公庁を顧客にもつ 

② 受注系 ( 民 )        民間企業を顧客にもつ 

③ 支社系 ( 官民 ) …支社．顧客は 官と民の両方 

④ 開発系 ( 一般 ) …一般大出向け ( 六型ソフト等 ) 

受注系 ( 官 @  受注系 ( 民 ) 支社系 ( 官民 ) Ⅱ 発系 ( 一般 ) 

工程Ⅰ複数 0- 
頑客 との交流 0- x 一 
を業部内交流 0- x - 
下乗部外交流 X "@  0  @ 0 " 
知弗 獲得性 刮 I@ I       

成果物 ( エーズ 適合 )     I@ x@ "@ I@ 0   

米仏 3 耳菜却来との 平均 使差 の寸検定． 0 高 ． x 低け p く ． 05. 耕 p く 0l.* 器 p く 00l) 

6. ルート 解 村テ 

6.1. 顧客 知 獲得ルート 

顧客知の獲得について ， メディア ( 総合 ) 活用の最 

頻度から順に l5 本引いたものを 図 l に示した．顧客 知 

獲得については ，開発における ( ウォーターフォール 

型を想定した 場合の ") リニアなプロセスとは 異なる 独 

白 め ルートが構築されている． 

全体的に， 官業， システム分析， システム設計とい 

った上流工程でほ 顧客 知 獲得ルートが 密で， 下流工程 

になるにつれ 疎 となる傾向にあ る． また， システム分 

析へ向かうルートの 多さは，営業が 把握した顧客 知が ， 

技術サイド ヘ 上手に翻訳しきれていないことを 示唆す 

る ( 次節の結果からもそれを 確認できる ). 

図 2 は， 各開発工程における 顧客 知 把握 度 と反映 度 

に関する評価 " を示したもので． 上流工程から 下流工 

程に向けて " 伝言ゲーム " 的な減衰を確認できる． た 

だし， 運用保守やシステム 評価といった 工程でやや持 

ち直しており ， これは図 l にみるよ う に， 最下流工程 

において顧客知の 流人 ( メディア活用頻度 ) がやや増 

していることが 寄与していると 考えられる． 

メディア総合 ( 全事業 都系 )  ⅠⅠ 

一名 0 一 

一 "" 。 ""   。 。                 
図 1 顧客 知 獲得ルート 

それぞれの事業部系の 特徴について ， 表 @ にまとめ 

た・最終成果物については ， 「顧客ニーズ 適合」につい 

ての評価値 " を 記載した． 

受注系 ( 民 ) では，全ての 項目において 高い評価を 

得た・ 開発リードタイムが 短く， かっライバル 会社も 

多い民間企業を 顧客にもっ事業部系においては ，それ 

だけ顧客ニーズにも 敏感であ り，顧客 知 把握に関する 

交流も盛んであ る・ 一方，支社系については 顧客との 

交流頻度が低く ， 知識獲得性向 " を 含め， 何らかの間 

題を字 んでいることが 推察される． また， 開発系の事 



表 2 工程 別 メディア有用性 
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図 2  顧客 知 把握 ( 反映 )  工程 別 評価 
Ⅹ数値は標準化 偏 回帰係数日 (*  p く Ⅰ． 窩 p く ． 05.* 俺 p く ． 0 り 

米 n=l44. 調整 済 r2 々  0 ． 973( 工程 ).0 ． 947( メ ).0 ． 975( 工程 +  力 

6.2. メデイア評価 

前節の概観から ，顧客知の把握 度は ついては， メ ア @, 

ノ ア活用頻度の 関数と考えることができる   ここでは， 6.3. 有効・無効ルート 

以下の 3 つの 重 回帰モデル式を 想、 定した   ここでは， 開発工程ごとに 以下の重回帰モデル 式を 

立て，当該工程における ，仏工程 ( 自 工程や顧客含む ) 

0",Zp" に 叱 "- り + ㌦ 
からの顧客 知 獲得有効性を 考える   

  

0", 児 p" ゆ ， "-,), ん 
  0", 乞 p 。 ㎏ "- け，， 

0",SSp 。 " り Ⅳ ""-,).,   

  
0 舶は 事業部打の工程化における 顧客 知 把握スコア 

色は工程れの 顧客 知 把握スコア C 耳 " は 工程 ソ からの活用頻度スコア ( メデイア総合 ) 

C 乃 " は 工程Ⅰからの 活用頻度スコア ( メ ティア総合 ) E" は 誤差 項 ，工程 数 Ⅰは顧客を含む 7 
C Ⅳ " はメ テイア / の 活用頻度スコア (x 程 総合 ) 

C ア材 " は 工程 @ からの メ デイ ア / の 活用頻度スコア 

， 。 は誤差 項 ，工程 数プは 顧客を含む 7, メディア翔は 3. 得られたそれぞれの 重 回帰係数について ， l0% 水準 

， - 多重典 線性 の問題を避けるため ，互いに相関の 高い直接と間接， で有意な全てのルートを 図 3 に示した ". 顧客からの 

図表と文書を 相加平均で統合した ( それぞれ接触，書類とする )  知識獲得が有効であ ることは， この結果からも 確認で 

きる ". また， 「評価 づ 設計」「製造 づ 製造」 というル 

それぞれの 重 回帰係数 召は ついて得られたものを ",  一トは ，顧客 知 獲得に有効と 判定されたものであ る ( 現 

表 2 にまとめた．知識獲得先については ( 最古刹 ), 顧 状を示す図 l には現われていない ). 一方， 「分析 づ 評 

客からの有効性が 高いという直観を 反映した． また， 価」「営業 づ 評価」のルートは ，顧客 知 獲得について 負 

営業やシステム 分析といった 工程からの獲得はあ まり の効果を及ぼす 可能性が高いと 考えられる   

効率的ではなく ， 上流工程の知識伝達には 問題があ る 

ことがわかる   

メディアに関する 有効性については ( 最下行 ), 直接 

コンタクトを 取る形態が極めて 有用であ ることに比べ ， 

製品や試作品を 通じた顧客 知 獲得は非効率であ る・ 書 

類 といった形態もあ まり有効ではなく ， 顧客 知 に関し 。Ⅹ 
ていえば， 暗黙知から形式知への 知識変換の効率が 良 

    とはいえない   

工程とメディア 双方による分析では ， 顧客からは 直 Ⅱ ⑧ ， u 
接 コンタクトを 取ることが極めて 有効であ るのに比べ ， 

営業では書類 ( おそらく要件定義 書 ) による受け渡し   
が 有効であ る．顧客 知 獲得のための 有用なメディアが ， 図 3 顧客 知 獲得有効・無効ルート 

知識を獲得する 先の開発工程により 異なっていること 

は 注目すべき事実であ る   

一色 1 一 



7. おわりに 

本稿では， 知識伝達や獲得のためのメディア 形態に 

着目し， 開発工程間の 相互作用における 有効 ( 無効 ) 

な メディアやルートを 発見した． 顧客知の伝達構造に 

ついては， ウォーターフォール 型に想定される ， リニ 

アな プロセスとは 異なる独自のルートが 構築されてい 

ることが明らかになった． これは， 市場との相互作用 

や交渉により ， 創造し形成された 組織内秩序と 考える 

ことができ， 各事業部の環境要因を 無視できない． 事 

実， 顧客の特徴等により 分類した結果では ， 幾つかの 

興味あ る差異を発見できる． 

顧客 知 獲得に用いるメディアについては ， 直接コン 

タクトをとる 接触形態が極めて 有効であ るという直観 

を支持した． 換言すれば， 顧客 知は暖昧で 多義的な性 

質をもち， リッチ度の高 い メディアを要求する・ この 

ため， 暗黙知から形式知への 知識変換の効率は 未だ低 

く， lT 等を活用した 文書共有型の 知識データベースに 

は適していない． 同時に調査したデータからも ， これ 

を例証する結果を 得ている，． 

各々の開発工程については ， それぞれ異なる 最適な 

メ デイ ア の選択があ り， これらの相互理解なくして 真 

の連携は成立しない． 開発工程間の 相互連携が製品開 

発力に正に寄与するという 報告例は多いが ， これらに 

ついては， ただ早にコミュニケーション 量を増やせば 

良いのではなく ， 交わされるメディアの 形態について 

の 考慮が不可欠であ ろう． 

本研究で発見した 事実は， S1 企業というやや 特殊な 

産業におけるものであ り， ここでの結論が 他の産業に 

まで - 般化できるかについては 慎重な検討を 要する． 

今後は対象領域を 広め， 分析結果の -- 般性 は ついて議 

論を深めたい． 

・ 「 1 全くない 一 7 : とても多い」 とした． 

" SI(Syslemlntegral@on) サービスを提供する 企業のこと・ 

" 当該事業部に 所属する成員による 主観的評価． 
" 知識を獲得するための 各メディアの 有効性評価 ( メデ 

ィア総合 ). 知識を効果的に 獲得するための 潜在的能力 
を反映していると 考えられる． 

" 担当者インタビュ 一によれば， A 社における開発手法は 
ウオーターフォール 型が大半を占める．また ，本調査の 

開発手法に関する 項目でも， 「わからない」を 除き， 62%0 
がウォーターフォール 型を採択していると 回答した． 

Ⅵ当該開発工程に 所属する成員による 主観的評価． 

Ⅶ数値の相互比較を 可能にするため 標準化した． 
  説明変数 7 に比べ事業部数が l6 と少ないことに 加え ， 

開発工程ごとに 回帰式を立てるため ， 重 回帰係数の相 
互比較は難しい． 以上を考慮し ， ここでは有意水準に 
よる判定を行った． 

， " 説明変数間の 独立性を仮定している． 
" A 社で展開されている 知識データベースの 効果を重回 

帰分析によって 分析すると，過去知識の 活用について   

データベースの 貢献度は極めて 低い． 詳細については 
稿を改めて報告したい   
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